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本資料の構成及び御議論いただきたい点
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CO2排出削減に関連する既存の諸制度とカーボンプライシングの関係については、これま
での小委員会で複数の御指摘をいただいてきたところ。

上記を踏まえ、本資料では、そうした諸制度等（とりわけエネルギー関係諸税、省エネ法・
高度化法、FIT、自主的取組）とカーボンプライシングとの関係を俯瞰しつつ、個別の制
度等の概要・現状等を示した上で、主に以下の点について御議論いただきたい。

• それぞれの制度等において、政策目的やカバレッジ、対象者、最終的な負担者等が異
なることも踏まえると、2050年カーボンニュートラルや成長に資するカーボンプライシン
グの制度設計として具体的にどのような点を考慮すべきか。

• 地球温暖化対策の様々な施策や取組の中で、カーボンプライシングはどのような効
果・役割を担うべきと考えられるか。

併せて、カーボンプライシングの一類型であるクレジット取引については、経済産業省の「世
界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会」で
も検討されていることから、ポリシーミックスの一環として、当該検討の概要を本小委員会に
対しても報告するものである。



① CO2排出削減に関連する既存の諸制度の全体像と
カーボンプライシングとの関係
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CO2排出削減に関連する既存の諸制度を巡るこれまでの御意見
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（「カーボンプライシングの活用の可能性に関する議論の中間的な整理」や、第12回から前回までの議事録より、関連す
る御議論を一部抜粋（一部要約））

○ 既に日本では、地球温暖化対策税に加えて、エネルギー課税、省エネ法、高度化法、FIT等の様々な明示

的・暗示的なカーボンプライシングの施策を実施されているので、既存施策についても俎上に載せて分析・検

討して、全体としてのパッケージをまとめていくことが必要である。既存のエネルギー諸税・規制・産業政策

を含めて総合的に議論し、既存制度の炭素コストを踏まえ、電化の促進を阻害しないことが重要である。

○ 既に多額の暗示的炭素価格を支払っており、エネルギー本体価格も高いことも踏まえると、エネルギーコ

ストの上昇が、我が国産業の国際競争力に悪影響を与え、ひいてはカーボンリーケージにもつながるのではな

いか。

○ 既存の政策がもたらす価格水準については、制度ごとに、カバレッジ、対象者、そのエネルギー源、狙う

目的、最終的な負担者、減免制度も違うので、なかなか単一化した効果を測るとか、現行の制度がどういった

価格をもたらしているのかを評価するのは難しいのではないか。

○ 現行のエネルギー諸税は炭素比例になっておらず、カーボンニュートラルと整合した仕組みとなっておら

ず、エネルギー税制をどのようにグリーン化していくのか議論すべきである。

○ 高度化法や省エネ法は、原単位の目標や熱効率の基準を規定しており、CO₂の総量削減を目的としている

わけではないので、省エネ法や高度化法の規制とカーボンプライシングは重複していないのではないか。また、

省エネ法などの規制的措置と比べ、CPは社会全体でコスト効率的な排出削減を達成できるという特長がある。

○ 自主的な取組を巡っては、産業界の自主行動計画でもCO₂排出量は減少しており、全世界的にも今後更に

産業界の自主的な取組でCO₂排出量を減少させていこうと努力もしているので、カーボンプライシングとの比

較衡量が必要である。

○ 自主的取組は、計画の履行担保の仕組みが十分ではない点や、自主的枠組に参画していない事業者に対し

ては対応ができないため不公平ではないか。自主的に脱炭素に向けた取組ができるのは、基本的には大企業で

あるから、自主的行動に限界があり、CO₂削減目標の達成ができないのであれば、カーボンプライシングを導

入するという必要性がある。



IPCC AR5による施策の区分 エネルギー
転換部門 産業部門 業務

その他部門 家庭部門 運輸部門

税
GHGの排出またはエネルギーの
消費に課税、課金を行う経済的
手法

取引可能排出枠
部門全体の排出目標とそれに準
ずる排出枠を発行するキャップア
ンドトレード等の経済的手法

補助金 GHG排出の少ない製品や技術
へ補助金を給する経済的手法

規制的手法
規制や基準・標準の設定により、
特定の部門の排出量や技術の
性能を直接的に制限する施策

情報化措置
適切な情報を提供して消費者の
気候変動問題への認知を向上し、
妥当な意思決定を促す施策

政府等による公共
財・サービスの提供

適切な気候変動対策として、政
府等が率先して実施・調達を行う
事業や投資

自主的行動
企業やNGOなどの様々な主体が
規制により求められる環境基準を
超えて実践するアクション

（注１）施策区分は、IPCC第5次評価報告書に記載される7つの区分に準じ、地球温暖化対策計画で主に言及されている施策を分類して掲載。
（注２）部門区分は、地球温暖化対策計画の「部門別（産業・民生・運輸等）の大意策・施策」に準拠。
（注３）施策は、地球温暖化対策計画のエネルギー起源CO2及び別表1  エネ起CO2に関する対策・施策の一覧から抽出し、主な施策を掲載。（一部の分野横断的な施策、廃棄物に関する法律、物流に関する法

律、都市の低炭素化の促進に関する法律等は記載していない。）
（出典）環境省（2016）「地球温暖化対策計画 平成28年5月13日閣議決定」、IPCC（2014）「IPCC WGIII Fifth Assessment Report」、文科省、経産省、気象庁、

環境省（2014）「気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第5次評価報告書(AR5) 『本文（longer report）』文科省、経産省、気象庁、環境省による確定訳【2017年2月】」より作成。

表：地球温暖化対策計画の主な施策

地球温暖化対策の
ための税

地球温暖化対策の
ための税

地球温暖化対策の
ための税

地球温暖化対策の
ための税

地球温暖化対策の
ための税

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

固定価格買取制度

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

税制の優遇措置
(省エネ改修促進税制等)

税制の優遇措置
(省エネ改修促進税制等)

税制の優遇措置
(エコカー減税等)

省エネ法 省エネ法 省エネ法 省エネ法

エネルギー供給構造
高度化法 建築物省エネ法 建築物省エネ法

低炭素社会実行計画 低炭素社会実行計画 低炭素社会実行計画 低炭素社会実行計画

省エネルギー・環境性
能の評価・表示制度

省エネルギー・環境性
能の評価・表示制度

J-クレジット制度 J-クレジット制度

地球温暖化対策計画の主な施策

算定・報告・公表制度算定・報告・公表制度 算定・報告・公表制度 算定・報告・公表制度
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技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

グリーン購入法
環境配慮契約法

J-クレジット制度 J-クレジット制度

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

技術開発・導入促進・
普及啓発等への支援

※緑色は温暖化対策を目的とした施策、青色は温暖化対策以外を一義的な目的とした施策、灰色は両者等を目的とした施策

出所：「カーボンプライシングのあり方に関する検討会」取りまとめ（平成30年3月）を元に作成

地球温暖化対策計画（平成28年5月閣議決定。計画期間は2030年度末まで。）には、 CO2排出
抑制を目指す分野横断又は分野別の対策・施策が取りまとめられている。

J-クレジット制度 J-クレジット制度 J-クレジット制度

省エネ法

グリーン購入法
環境配慮契約法

政府実行計画
地方公共団体実行計画

政府実行計画
地方公共団体実行計画
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エネルギー本体価格
エネル
ギー課
税

FIT
省エネ
法・高度
化法等

炭素税/排出量取引

社会的費用の是正措置

地球温暖化対策が目的主目的は地球温暖化対策以
外であるが、温室効果ガス
削減に寄与

炭素比例

需要家が直面する価格の全体

必ずしも炭素比例ではない

市場による変動価格（国際情勢等に
より大きく変動：予見可能性小） 政策的に設定されるもの（予見可能性大）により付される価格

自主的
取組

需要家が直面するエネルギー価格の概念図（イメージ）

出所：「カーボンプライシングのあり方に関する検討会」取りまとめ（平成30年3月）を基に作成

国内の需要家が直面するエネルギー価格は、エネルギー本体の価格に、エネルギー課税・FIT
や、省エネ法・高度化法・自主的取組等の対応コスト、炭素税・排出量取引によって設定さ
れる炭素価格を加えたものと考えられる。
このうち、省エネ法・高度化法等の規制、FIT、エネルギー課税等の諸制度は、地球温暖化
対策以外を主な政策目的としつつ、温室効果ガス削減にも寄与するもの。



既存の諸制度とカーボンプライシングとの関係 ～ポリシーミックスの必要性～

＜限界削減費用が比較的低い対策（既に実用化されている技術）＞
規制的手法・自主的取組等により、大規模な事業者は削減対策を履行。一方、カーボンニュートラルを
実現するためには、規制等で定められた水準・目標を上回る対策を行うインセンティブや、規制等の対象
外の事業者等に対するインセンティブを併せて付与する仕組みの構築が重要ではないか。
業種横断・社会全体で炭素比例の価格シグナルを形成する明示的カーボンプライシングを導入することに
より、以下の効果が考えられるのではないか。
限界削減費用が炭素価格以下となる対策の実施を促し、自発的な削減に寄与
脱炭素化に資する財・サービス等が価格面で相対的に有利になり、脱炭素化に向けた投資に必要な予見可能性が確保
規制対応等に多額のコストが生じる場合には、財政的支援を組み合わせることで、より効果的に取組を推進

※限界削減費用がマイナスにもかかわらず実施されていない対策についても、削減コストを見える化・明確化し、実施を後押し。
＜限界削減費用が比較的高い対策（実用化されていない技術）＞

カーボンニュートラルの実現には、現時点で限界削減費用が高い対策の導入や、実用化されていない技術
の実装も不可欠であり、現在、FIT・補助金・税制優遇等の支援策が実施されている。
明示的カーボンプライシングの導入により、投資リスクからファイナンスが付きにくい対策・イノベーション等の低
コスト化・実用化に向けた支援を行い、民間投資を誘発・補完する効果が考えられるのではないか。

＜限界削減費用の算出が性質上困難な対策＞
地域や社会全体に効果が裨益するインフラ整備や、カーボンニュートラルに向けた公正な移行等の限界削
減費用の算出が性質上困難な対策・公益性のある対策についても、政策的な後押しが必要ではないか。

カーボンニュートラル実現には、省エネ法・高度化法等の規制的手法、エネルギー課税、FITと
いった諸制度や低炭素社会実行計画といった自主的取組等に加え、限界削減費用を巡る以
下の観点から、明示的カーボンプライシングを含めたポリシーミックスの検討が必要ではないか。
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既存の諸制度とカーボンプライシングとの関係（イメージ）

限界削減費用
円/t-CO2

削減ポテンシャル

削減コストがマイナスにもかかわらず実施され
ていない対策
既存制度等：自主的取組、見える化・周知等
※人材・ノウハウ不足等のコスト面以外の要因も想定。

削減コストが比較的低い対策
既存制度：省エネ法・高度化法、自主的取組等
※社会全体で削減コストが低い対策から順に実施されると
は限らない。

削減コストが比較的高い対策
既存制度：FIT、エネ特補助金、税制優遇等

※CNの実現には、更なる高コスト対策の導入や未
実用化技術の実装等が不可欠。

需要家が直面してい
る価格（エネルギー
本体価格、エネルギ
ー課税、規制対応コ
スト等）

下記＋ある時点の
明示的炭素価格

カーボンプライシング

②CPによって炭素価格以下となる対
策について実施を後押し【価格効果】

限界削減費用の算出が性質上困難な対策
（インフラ整備や公正な移行等）についても、
政策的な後押しが必要。

③CP収入を活用して民間投資
を誘発・補完【財源効果】

①CPが削減コストの見える化・
明確化に寄与【価格効果】



（参考）カーボンニュートラルへの転換イメージ

9出所：第43回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（2021年５月13日）



② CO2排出削減に関連する諸制度
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１．エネルギー関係諸税
２．省エネ法
３．高度化法・非化石価値取引
４．FIT制度
５．低炭素社会実行計画
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エネルギー関係諸税の概要

税目 導入年 課税対象 税率 3年度税収 使途 備考

石油石炭税 1978
原油、石油製品、
天然ガス、石油
ガス、石炭等

・原油・石油製品：2,800円/kl
（本則税率：2,040円/kl）

・天然ガス、石油ガス：1,860円/t
（本則税率：1,080円/t）

・石炭：1,370円/t
（本則税率：700円/t）

6,060億円
・燃料安定供給対策
・エネルギー需給高度化
対策

（うち温対税） 2012 （同上） （上記の上乗せ部分） （うち2,340億円）※ （同上）

揮発油税 1949 揮発油 48,600円/kl
（本則税率：24,300円/kl） 20,700億円 ・国の一般財源 2009年に

一般財源化

地方揮発油税 1955 （同上） 5,200円/kl
（本則税率：4,400円/kl）

2,214億円
（うち地方譲与分
2,214億円）

・地方の一般財源として
全額譲与 （同上）

石油ガス税 1966 自動車用石油
ガス 17円50銭/kg

80億円
（うち地方譲与分
40億円）

・1/2は国の一般財源
・1/2は地方の一般財
源として譲与

（同上）

航空機燃料税 1972 航空機燃料 9,000円/kl
（本則税率：26,000円/kl）

561億円
（うち地方譲与分
191億円）

・空港整備
・地方空港対策（地方
の空港対策財源として
譲与）

電源開発
促進税 1974 一般送配電事

業者の販売電気 375円/千kWh時 3,050億円
・電源立地対策
・電源利用対策
・原子力安全規制対策

軽油引取税
（地方税） 1956 軽油 32,100円/kl

（本則税率：15,000円/kl） 9,300億円 ・地方の一般財源 2009年に
一般財源化

（出所）財務省HP等 （※）温対税収のみ2年度当初予算ベース

エネルギー関係諸税は、課税対象及び使途等がそれぞれ異なる。こうした事情も踏まえ、2012年に「地球
温暖化対策のための税」が導入。
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12,245
(5,722) 3,637 5,822

（
本
則
税
率
）

（
当
分
の
間
税
率
と

本
則
税
率
の
差
分
）

地球温暖化対策のための税
（全エネルギー種 289）

軽
油
引
取
税

航
空
機

燃
料
税

石
油
ガ
ス
税

CO2排出量1トンあたりの税率（燃料別）
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○ OECDによれば、日本及び諸外国の実効炭素価格 (排出枠価格、炭素税、エネルギー税の合計) (全
部門) は以下のとおり。

全部門

（注）個別の減免措置を加味するため、各国の部門別の実効炭素価格（炭素税・エネルギー税の税率の合計及び排出量取引制度の排出枠価格）を、部門別のエネル
ギー起源CO2排出量で加重平均をとって算出。各国の炭素税・エネルギー税の税率及び部門別排出量はOECD「Taxing Energy Use 2019」の値（税率は2018年7
月1日時点）、各国の排出量取引制度の価格及びカバー率はOECD「Effective Carbon Rates 2018」の値（排出枠価格は2015年時点）。排出量と課税額にそ
れぞれバイオマス起源排出への課税が含まれる。

（出典）OECD（2019）「Taxing Energy Use 2019」 、OECD（2018）「Effective Carbon Rates 2018」より作成。

※炭素税・エネルギー税の税率は2018年7月時点、排出枠価格は2015年時点
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○ 地球温暖化対策のための課税の特例（いわゆる「地球温暖化対策税」）は、2012年10月に「地球温暖化対策を推進する観点
から」、石油石炭税の課税の特例（租税特別措置法）として設けられたもの。その財源は、毎年度、一般会計から必要な額がエネル
ギー特会に繰り入れられ、「エネルギー需給構造高度化対策に要する費用の財源」（特会法）として利用されることとなっている。

○ 石油石炭税収については、温暖化対策税を導入して以後、段階的に税率を引き上げたことに伴い、増額基調にあったが、技術革新
による燃費効率の向上や人口減少等による原油輸入の減に伴い、足元では減収傾向（2021年度は6,060億円）。

【図11-2】地球温暖化対策税の導入
（億円）

【図11-1】石油石炭税収の推移

石油石炭税収

（注１）石油石炭税収は当初予算の計数。
（注２）地球温暖化対策税収については、平成24年度は改正による初年度の増収見込額、平成25年度

以降は各年度に適用される租税特別措置に基づく増収見込額（平年度ベース）を試算したもの。

○ CO2排出量１トン当たりの税率

地球温暖化対策税収
○「地球温暖化対策のための課税の特例」の税率

＋260円
（1,600円）

＋260円
（1,340円）

＋220円
（920円）

＋220円
（1,140円）

課税物件

原油・石油製品
[１ｋℓ当たり]

ガス状炭化水素
[１t当たり]

＋250円
（2,290円）

＋260円
（1,860円）

28年4月1日～～24年9月30日 24年10月1日～26年3月31日 26年4月1日～28年3月31日

＋250円
（2,540円）

（2,040円）

（1,080円）

＋260円
（2,800円）

※（　）は石油石炭税の税率。

（700円）
＋230円

（1,370円）
石炭

[１t当たり]

Ｈ24年４月 Ｈ25年４月 Ｈ26年４月 Ｈ27年４月 Ｈ28年４月（施行）

Ｈ24年10月1日

税率 １/３

税率 ２/３

税率 ３/３

温対税を含む石油石炭税の税収等 財務省財政制度等審議会
資料（2021年4月30日）
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省エネ法について

17出所：第30回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2021年２月19日）



省エネ法における工場・事業場規制の概要

18出所：第30回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2021年２月19日）



省エネ法における工場・事業場規制の概要

19出所：第30回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2021年２月19日）



2020年度事業者クラス分け評価制度の結果

20出所：第33回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2021年４月30日）



（参考）業種別の事業者クラス分け評価制度の結果

21出所：第33回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2021年４月30日）



（参考）５年度間平均原単位変化の推移

22出所：第33回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2021年４月30日）



（参考）石油石炭税と省エネ補助金

出所：第30回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2021年2月19日） 23



省エネ法の新たな体系について

出所：第34回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会（2021年5月21日） 24



省エネ法による火力発電の高効率化

出所：第41回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（2021年4月22日） 25



非効率石炭火力フェードアウトに向けた対応の方向性

26出所：総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 省エネルギー・新エネルギー分科会
省エネルギー小委員会 合同 石炭火力検討ワーキンググループ 中間取りまとめ（2021年4月23日）



非効率石炭火力のフェードアウト：省エネ法による規制的措置の概要

27出所：第41回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（2021年4月22日）



（参考）非効率石炭火力フェードアウトの見通し

28出所：第41回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（2021年4月22日）
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30

エネルギー供給構造高度化法について

出所：第2回 世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年3月1日）



31

非化石価値取引市場について

出所：第1回 世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年2月7日）



（参考）非化石証書の種類

32出所：再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第30回）（2021年３月22日）



再エネ証書制度の創設

33出所：再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース（第７回）（2021年３月29日）
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固定価格買取制度について

35

「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」は、再生可能エネルギーで発電した
電気を、電力会社が一定価格で一定期間買い取ることを国が約束する制度。
電力会社が買い取る費用を電気の利用者から賦課金という形で厚め、今はまだコ
ストの高い再生可能エネルギーの導入を支えている。この制度により、発電設備の
高い建設コストも回収の見通しが立ちやすくなり、より普及が進む。

出典：資源エネルギー庁ウェブサイト「固定価格買取制度『固定価格買取制度の仕組み』」



再生可能エネルギー発電促進賦課金再生可能エネルギー発電促進賦課金

固定価格買取制度で買い取られる再生可能エネルギー電気の買い取りに要した費
用は、電気の使用者から広く集められる再エネ賦課金によって賄われている。
再生可能エネルギーで発電された電気は、日々使う電気の一部として供給されてい
るため、再エネ賦課金は、毎月の電気料金と合わせて支払われている。

出典：資源エネルギー庁ウェブサイト「固定価格買取制度『再生可能エネルギー発電促進賦課金とは』」

電気を使うすべての方にご負担いただくものです。
電気料金の一部となっています。
ご負担額は電気の使用量に比例します。
再エネ賦課金の単価は、全国一律の単価になるよう調整を行います。
皆様から集めた再エネ賦課金は、電気事業者が買取制度で電気を買い取るための費用に回され、最終的には再生可能エネル
ギーで電気をつくっている方に届きます。
再エネ賦課金の単価は、買取価格等を踏まえて年間でどのくらい再生可能エネルギーが導入されるかを推測し、毎年度経済産業
大臣が決めます。なお、推測値と実績値の差分については、翌々年度の再エネ賦課金単価で調整します。
買取制度によって買い取られた再生可能エネルギーの電気は、皆様に電気の一部として供給されているため、電気料金の一部と
して再エネ賦課金をお支払いいただくこととしております。（なお、再エネ賦課金単価の算定の際、買取に要した費用から、電気事
業者が再生可能エネルギーの電気を買い取ることにより節約できた燃料費等は差し引いております。）
再生可能エネルギーの電気が普及すれば、日本のエネルギー自給率の向上に有効です。エネルギー自給率が向上すると、化石
燃料への依存度の低下につながり、燃料価格の乱高下に伴う電気料金の変動を抑えるといった観点から、すべての電気をご利用
の皆様にメリットがあるものだと考えています

再エネ賦課金の特徴

36



（参考）市場連動型の導入支援（FIP制度）

37出所：再エネ大量導入・次世代NW小委員会（第19回）・再エネ主力化小委員会（第7回）合同会（2020年8月31日）



FIT制度に伴う国民負担の状況

38出所：第40回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（2021年4月13日）



既認定案件が稼働した場合の試算

39出所：第25回 総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年3月1日）



再エネの最大限の導入に向けた非連続なイノベーションの創出

40出所：第40回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（2021年4月13日）
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産業界の地球温暖化対策の取組（低炭素社会実行計画）

42出所：第1回 世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年2月7日）



低炭素社会実行計画のカバー率

43出所：第1回 世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年2月7日）

ｖ



③ カーボンプライシングを巡る最新の動向
（クレジット取引に関する検討状況）

44



非化石価値取引市場の見直しの動向①

45（出所）「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（第５回）」（2021年５月27日）資料１



非化石価値取引市場の見直しの動向②

46（出所）「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（第５回）」（2021年５月27日）資料１



非化石価値取引市場の見直しの動向③

47（出所）「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（第５回）」（2021年５月27日）資料１



J-クレジット活性化策の検討状況①

48（出所）「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（第５回）」（2021年５月27日）資料２



J-クレジット活性化策の検討状況②

49（出所）「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（第５回）」（2021年５月27日）資料２



二国間クレジット制度（JCM）活性化策の検討状況①

50（出所）「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（第５回）」（2021年５月27日）資料３



二国間クレジット制度（JCM）活性化策の検討状況②

51（出所）「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（第５回）」（2021年５月27日）資料３



炭素削減価値取引市場の検討状況①

52出所：第４回 世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年4月22日）



炭素削減価値取引市場の検討状況②

53出所：第５回 世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年５月27日）


